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（郵便切手類又は物品切手等により課税仕入れを行った場合における課税仕入れの時期） 

【答】  

郵便切手類又は物品切手等は、購入時においては原則として、課税仕入れには該当せず、役

務又は物品の引換給付を受けた時にその引換給付を受けた事業者の課税仕入れとなりますが、

適格請求書等保存方式以前における取扱いとして、郵便切手類又は物品切手等を購入した事業

者が、その購入した郵便切手類又は物品切手等のうち、自ら引換給付を受けるものにつき、継

続してその郵便切手類又は物品切手等の対価を支払った日の属する課税期間の課税仕入れとし

ている場合には、これを認めることとされていました。 

適格請求書等保存方式においては、仕入税額控除の適用を受けるためには、原則として、適

格請求書等の保存が必要となりますが、郵便切手類のみを対価とする郵便ポスト等への投函に

よる郵便サービスは、適格請求書の交付義務が免除されており、買手においては、一定の事項

を記載した帳簿の保存のみで仕入税額控除の適用を受けることができます（消令49①一ニ、消

規15の４一）。 

また、物品切手等で適格簡易請求書の記載事項（取引年月日を除きます。）が記載されている

ものが、引換給付を受ける際に適格請求書発行事業者により回収される場合、当該物品切手等

により役務又は物品の引換給付を受ける買手は、一定の事項を記載した帳簿の保存のみで仕入

税額控除の適用を受けることができます（消令49①一ロ）。 

したがって、このような郵便切手類及び物品切手等（適格請求書発行事業者により回収され

ることが明らかなものに限ります。）のうち、自ら引換給付を受けるものについては、適格請求

書等保存方式においても、購入（対価の支払）時に課税仕入れとして計上し、一定の事項を記

載した帳簿を保存することにより、仕入税額控除の適用を受けることができます（基通11－３

－７）。 

なお、上記（一定の事項を記載した帳簿の保存のみで仕入税額控除の適用を受けることがで

きるもの）以外の物品切手等に係る課税仕入れは、購入（対価の支払）時ではなく、適格請求

書等の交付を受けることとなるその引換給付を受けた時に課税仕入れを計上し、仕入税額控除

の適用を受けることとなります。 

  

問 100 当社は、購入した郵便切手類又は物品切手等のうち、自社で引換給付を受けるものにつ

いては、継続的に郵便切手類又は物品切手等を購入した時に課税仕入れを計上していました。 

適格請求書等保存方式において、引き続き、郵便切手類又は物品切手等を購入した時に課

税仕入れを計上しているものについて仕入税額控除の適用を受けることができますか。【令

和４年 11月追加】【令和５年 10 月改訂】 


